
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

添付資料（Ⅱファイルの概要（１）＿提供先２１以降）
 提供先２１ 国家公務員共済組合連合会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第４０項）

 ②提供先における用途
国家公務員共済組合法又は国家公務員共済組合法の長期給付に関する施行令による年金である給付の支援に関
する事務

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供２２ 市町村長又は国民健康保険組合

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第４２項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
 ⑥提供方法

[ 〇 ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 国民健康保険法による保険給付の支給又は保険料の徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先２３ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第４８項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
国民年金法による年金である給付若しくは一時金の支給、保険料の納付に関する処分又は保険料その他徴収金の
徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先２４ 住宅地区改良法第２条第２項に規定する施行者である都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第５４項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
住宅地区改良法による改良住宅の管理若しくは家賃若しくは敷金の決定若しくは変更又は収入超過者に対する措
置に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先２５ 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第５７項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先２６ 地方公務員共済組合

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第５８項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 地方公務員等共済組合法による短期給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先２７ 地方公務員共済組合又は全国市町村職員共済組合連合会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号 別表第２（第５９項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
地方公務員等共済組合法又は地方公務員等共済組合法の長期給付等に関する施行法による年金である給付の支
給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先２８ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第６１項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 老人福祉法による福祉の措置に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先２９ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第６２項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 老人福祉法による費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先３０ 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号 別表第２（第６３項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 母子及び父子並びに寡婦福祉法による償還未済額の免除又は資金の貸付けに関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先３１ 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第６４項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のいない者で現に児童を扶養しているもの又は寡婦についての便宜
の供与に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先３２ 都道府県知事等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第６５項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先３３ 厚生労働大臣又は都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第６６項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先３４ 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第６７項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しくは特別障害者手当又は昭和６０年法律第３
４号附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先３５ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第７０項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 母子保健法による費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先３６ 厚生労働大臣又は都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第７１項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 雇用対策法による職業転換給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先３７ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第７４項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 児童手当法による児童手当又は特例給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先３８ 後期高齢者医療広域連合

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第８０項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 高齢者の医療の確保に関する法律による後期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先３９ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第８４項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
昭和６０年法律第３４号附則第８７条第２項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給するものとされた
年金である保険給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先４０ 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第８７項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 中国残留邦人等支援給付等の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先４１ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第９１項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
平成８年法律第８２号附則第１６条第３項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給するものとされた年
金である給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先４２ 存続組合又は指定基金

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第９２項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 平成８年法律第８２号による年金である長期給付又は年金である給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先４３ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第９４項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険料の徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先４４ 都道府県知事又は保健所を設置する市の長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第９７項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による費用の負担又は療養費の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先４５ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１０１項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を
廃止する等の法律附則第１６条３項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支給するものとされた年金であ
る給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先４６ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１０２項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を
廃止する等の法律による年金である給付（同法附則第１６条３項の規定により厚生年金保険の実施者たる政府が支
給するものとされた年金である給付を除く。）若しくは一時金の支給又は特例業務負担金の徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先４７ 独立行政法人農業者年金基金

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１０３項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途

独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付の支給若しくは保険料その他徴収金の徴収又は同
法附則第６条第１項第１号の規定により独立行政法人農業者年金基金が行うものとされた平成１３年法律第３９号
による改正前の農業者年金基金法若しくは平成２年法律第２１号による改正前の農業者年金基金法による給付の
支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先４８ 独立行政法人日本学生支援機構

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１０６項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先４９ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１０７項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律による特別障害給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先５０ 都道府県知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１０８項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付の支給又は地域生活支援
事業の実施に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先５１ 文部科学大臣、都道府県知事又は都道府県教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１１３項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 高等学校等就学支援金の支給に関する法律による就学支援金の支援に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先５２ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１１４項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律による職業訓練受講給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先５３ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１１５項）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 平成２３年法律第５６号による年金である給付の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [
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 提供先５４ 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１１６項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に関す
る事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 提供先５５ 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１１９項）

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 難病の患者に対する医療等に関する法律による特定医療費の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先５６ 国税庁長官

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第９号（地方税法第３１７条）

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者、扶養是正等の対象者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 国税に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報、扶養控除否認事項情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇
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 提供先５７ 市町村長

 ①法令上の根拠 地方税法第３１７条の２　地方税法第４５条の２

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ 〇 ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 税額資料の回送及び調査

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 他自治体に対象者の課税権があることが判明した都度

 提供先５８ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法１９条第９号、地方税法第２９４条第３項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 平塚市で住民登録外課税をする場合の住民登録地への通知

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 他自治体に対象者の課税権があることが判明した都度

 提供先５９ 特別徴収義務者・企業

 ①法令上の根拠 地方税法第３２１条の４第２項、番号法第１９条第１項

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ 〇 ] 専用線

[

]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途 特別徴収税額の把握

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 ５月当初課税期、それ以外は税額に更正が発生した都度

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ 〇 ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇
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 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 提供先６１ 都道府県教育委員会又は市町村教育委員会

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第３８項）

 ②提供先における用途 学校保健安全法による医療に要する費用についての援助に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑦時期・頻度 １月、６月及び随時

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ 〇 ] 紙

[ ] その他 （ ）

 提供先６０ 本人及びその代理人

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第１号

 ②提供先における用途 市民税・県民税額に係る支払い、各種申告等

 ③提供する情報 市民税・県民税の納税義務者情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先６３ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第２０項）

 ②提供先における用途 身体障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 提供先６２
特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律十八条第二項に規定する賃貸住宅の建設及び管理を行う都道府県
知事又は市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第８５の２項）

 ②提供先における用途 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律による賃貸住宅の管理に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

] その他 （ ）

 提供先６５ 厚生労働大臣

 ①法令上の根拠

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 提供先６４ 市町村長

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第５３項）

 ②提供先における用途 知的障害者福祉法による障害福祉サービス、障害者支援施設等への入所等の措置又は費用の徴収に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[

番号法第１９条第８号　別表第２（第１１７項）

 ②提供先における用途 年金生活者支援給付金の支給に関する法律による年金生活者支援給付金の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 ⑦時期・頻度 照会を受けたらその都度

 提供先６７
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律第十条に規定する特定公
的給付の支給を実施する行政機関の長等

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１２１項）

 ②提供先における用途
公的給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律による特定公的給付の支
給を実施するための基礎とする情報の管理に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる本
人の範囲

市民税・県民税の納税義務者

 ⑥提供方法

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [ ] 紙

[ ] その他 （ ）

 提供先６６ 都道府県知事

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号　別表第２（第１２０項）

 ②提供先における用途 難病の患者に対する医療等に関する法律による特定医療費の支給に関する事務

 ③提供する情報 納税義務者の所得情報及び控除額情報、税額情報

 ④提供する情報の対象となる本
人の数

＜選択肢＞

1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]
2） 1万人以上10万人未満

3） 10万人以上100万人未満

4） 100万人以上1,000万人未満

5） 1,000万人以上
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